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第１章 プラン策定の趣旨 

「男女共同参画社会基本法」が平成 11 年６月 23 日に公布・施行されました。この

法律において、「男女共同参画社会の形成」とは「男女が、社会の対等な構成員として、

自らの意志によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ共

に責任を担うべき社会を形成すること」と定義されています。また、その促進に関する

基本的な計画として、男女共同参画基本法を定め、施策の総合的かつ計画的な推進を

図ること、県や地方公共団体の責務や男女共同参画基本計画の策定等についても明記

されました。 

太宰府市男女共同参画プランは、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項及び「太

宰府市男女共同参画推進条例」第８条に基づく基本計画です。 

また、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」および

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」に基

づく計画としても位置付けています。 

本プランにつきましては、「第１次プラン」を平成 15 年に、「第２次プラン」を平成

25 年に策定し、それぞれ５年ごとに後期プランとして施策の見直しを行いました。第

３次プランは、令和４年度に最終年度を迎える第２次プランの進捗状況や社会情勢の

変化等を踏まえ見直しを行いました。見直しにあたっては、「まち・ひと・しごと総合

戦略」並びに関連する個別計画との整合性を図り、また、国の「第５次男女共同参画基

本計画」、県の「第５次福岡県男女共同参画基本計画」を勘案しながら、太宰府市の現

状に適した見直しを進めていきました。 

今回策定した第３次プランは、社会状況の変化や法律の改正等に迅速な対応ができ

るよう、対象期間を令和５年度から令和９年度までの５年間としました。 

●計画期間                               （年度） 

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

国   

県 

太

宰

府

市 

第５次男女共同参画基本計画 

第５次福岡県男女共同参画計画 

第４次福岡県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画 

第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略 

令和２年度～令和６年度特定事業主行動計画

第３次男女共同参画プラン 
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第２章 プラン策定の背景と現状 

１.国内外の動き 

国際社会では、平成 27（2015）年に国連で決定された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に含まれる「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」において、女性の参

画及びリーダーシップの機会を確保することが掲げられ、諸外国においても女性の参

画拡大が進められています。 

日本政府は平成 15（2003）年に「社会のあらゆる分野において 2020 年までに、指

導的地位に女性が占める割合が少なくとも 30％程度になるよう期待する」との目標を

掲げ、目標の達成に向けて取り組みが行われてきましたが、この目標は必ずしも社会

全体で十分に共有されず、必要な改革も進みませんでした。 

スイスの非営利団体「世界経済フォーラム」が公表した、「経済」「教育」「健康」「政

治」の４つの分野の男性に対する女性の割合を示す「ジェンダーギャップ指数 2022」

によると、日本は総合スコア 0.650 で 146 カ国中 116 位（前回は 0.656、156 カ国中 120

位）でした。前回と比べて、スコア、順位ともに、ほぼ横ばいとなっており、先進国の

中で最低レベル、アジア諸国の中で韓国や中国、ASEAN 諸国より低い結果でありました

（出典：内閣府『共同参画 2022 年８月号』）。特に政治分野や経済分野での値が低く、

その要因として女性の人材育成機会の不足や性別役割分担意識などが考えられます。

女性に対する人権課題の取組、日本社会に根強く残る性別役割分担意識の改革、働き

方改革の推進など、性別を問わず一人の人間として能力を発揮できる機会が確保され、

豊かで活力ある社会の実現を目指す取組が重要となっています。 

令和２（2020）年からの新型コロナウイルス感染症の拡大は、人々の生活に様々な影

響を及ぼしています。外出自粛や休業等によるストレスも要因となって、配偶者等から

の暴力や性暴力に関する相談件数は全国的に増加傾向にあり、令和２（2020）年度の全

国の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数は前年度の約 1.5 倍と急増してい

ます。また、女性の就業が多いサービス業、特に飲食・宿泊業等を直撃したことにより、

非正規雇用労働者を中心に雇用情勢が急速に悪化するなど、女性への影響がより深刻

となっています。 

令和４（2022）年６月、性差に起因して社会的に様々な困難な問題に直面する女性を

対象とした包括的な支援制度の必要性から「困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律」が公布され、令和６（2024）年に施行されます。 

さらに、人生 100 年時代を迎え、性別にかかわらず、仕事と家事・育児・介護等を両

立させて生活を維持していくために、「ワーク・ライフ・バランス」の課題解決が重要

であり、働き方や暮らし方の意識改革が求められています。 

現在、国においては「第５次男女共同参画基本計画」を、福岡県においては「第５次

福岡県男女共同参画計画」を策定し、令和７（2025）年度までの見通しを立て、施策の

基本的な方向や具体的な取組を定めています｡ 
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２.太宰府市の現状 

太宰府市においても国内外の動向を踏まえ、「太宰府市女性行動計画」を策定し、こ

の計画を引き継ぎつつ男女共同参画の施策を本格的に進めるため、平成 15 年に「第１

次太宰府市男女共同参画プラン」を策定しました。 

  平成 17 年には、「太宰府市男女共同参画審議会」からの答申を受け、「太宰府市男女

共同参画推進条例」を制定しました。この条例は、一人ひとりの人権が尊重された男女

共同参画社会の形成に関し、５つの基本理念と、市・市民・事業者等それぞれの責務を

定め男女共同参画社会を推進することを目的としており、本市の男女共同参画社会の

形成に向けた基盤となるものです。 

本市の男女共同参画の推進を強化するための体制として、市長を本部長とする「太宰

府市男女共同参画推進本部」を設置し、毎年度進捗状況の検証を行っています。この進

捗状況は、市の附属機関である「太宰府市男女共同参画審議会」に報告を、ホームぺー

ジで公表しています。 

今回第３次プランの策定にあたり、令和３年度に「太宰府市男女共同参画に関する市

民意識調査」を実施しました。過去の調査結果とも比較して市民意識の変化を検証しま

した。前回と比較すると、性別役割分担意識を持たない市民の割合や、男女の地位につ

いて不平等と感じている人の割合が増加しています。また、男女平等や女性の地位の向

上をテーマとする話題の関心は男女ともに増加しており、男女共同参画に関する市民

の意識は高まっていることがうかがえます。 

男女共同参画社会実現の推進を図ることを目標に設置された「男女共同参画推進セ

ンタールミナス」では、男女共同参画の広報啓発、女性の職業能力開発支援、仕事と生

活の調和促進、女性に対する暴力・ハラスメント等の防止、生涯を通じた健康づくりな

どの事業を実施しています。 

  また、女性に対する暴力の防止の観点から、筑紫地区で「ちくし女性ホットライン」

を共同運営しています。 

本市の女性に対する相談事業では、コロナ禍以前の令和元年度に比べて令和３年度

の相談件数は約 1.7 倍と増加しており、令和４年度は、困難を抱える女性へのきめ細

やかな支援を充実させるため、庁舎内で女性相談業務を実施するなど、新たな取り組み

も進めています。 

●男女共同参画に関する 

市民意識調査の結果 

あなたは男女平等

や女性の地位向上

をテーマとする話題にどの

程度関心がありますか。

問
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【太宰府市の人口の推移】 

太宰府市の人口は７万１千人台で推移し、64 歳以下の人口は減少傾向にあり、65

歳以上の人口が増加しています。 

（人） 

人口

（男女別） 
H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 

男 34,206 34,299 34,340 34,314 34,374 34,426

女 37,358 37,360 37,345 37,284 37,334 37,300

10,587 10,573 10,565 10,403 10,377 10,321 

42,314 41,949 41,641 41,452 41,462 41,325 

18,663 19,137 19,479 19,743 19,869 20,080 

71,564 71,659 71,685 71,598 71,708 71,726 
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H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1

人

太宰府市の人口（年齢３区分）

15歳未満 15歳～64歳 65歳以上 出典：住民基本台帳
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【太宰府市の世帯の推移】 

世帯数は年々増加傾向にありますが、一世帯当たりの世帯員数は減少しています。

【太宰府市のひとり親世帯の推移】 

 ひとり親世帯数は、母子世帯、父子世帯ともに増加しています。     
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３.取り組む課題 

平成 30 年度に策定した「第２次男女共同参画後期プラン」の進捗状況や令

和３年度に実施した「太宰府市男女共同参画に関する市民意識調査」から、計

画期間に特に取り組むべき課題は次のとおりです。 

（1）固定的な性別役割分担意識の解消 

社会全体で見た場合に男性が優遇されていると感じている人の割合が多い

のは、長年にわたり形成されてきた固定的な役割分担意識や性差に関する偏

見が影響を与えています。このような意識や固定観念は、女性と男性の両方

に存在するもので、一人一人が意識を変えていくことが必要です。家庭、学

校、地域、職場などあらゆる場をとおして意識の改革や理解促進につながる

啓発等を進めていきます。 

（2）あらゆる分野への参画拡大を支援する施策の充実 

性別や世代を問わず、仕事と生活の調和がとれた生活を送ることや地域と

のかかわりを持つことは、だれもが共に暮らしやすい社会づくりの根幹とな

るものです。子育て、介護、医療、まちづくりなど住民生活に密着した施策

を充実することで、あらゆる分野への政策、方針、意思決定過程への参画が

可能となり、だれもがその能力を十分に発揮することができる社会の実現を

目指します。 

（3）心身の不安を解消し、安心安全に暮らせる基盤づくり  

心身の健康は、暴力や貧困などの社会的要因によって大きく影響を受ける

面があります。長期間暴力にさらされことで、心身の健康を害し、その後の人

生が生きづらく、不安や困難さを抱えることにつながります。女性に対する暴

力は重大な人権侵害であり、男女共同参画社会を形成する上で克服すべき重

要な課題です。暴力を未然に防ぐための幼少期からの教育や暴力の根絶に向

けた啓発を推進していき、被害の防止に努めます。 

また、人生 100 年時代の活躍を見据えて、性差に応じた的確な保険・医療

を受けるなど、包括的な健康増進を支援します。 
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第３章 プラン策定の基本的考え方 

１.プランの基本理念と目標の視点 

本市では、すべての人が性別にかかわりなく、一人ひとりの個性や能力を発

揮しながら、多様な生き方を選択し、職場、学校、家庭、地域などあらゆる場

面において、自らの意志に基づき個性と能力を発揮して、いきいきと暮らすこ

とができるまちづくりを目指しています。 

そのことから、太宰府市男女共同参画プランは、太宰府市男女共同参画推進

条例に規定する５つの基本理念に基づいて行政施策のあらゆる分野に男女共同

参画の視点を反映させ、総合的かつ計画的な推進を図るために今後の目標と施

策の方向性、事業の内容を明らかにするものです。 

太宰府市男女共同参画推進条例の５つの理念 
１． 一人ひとりの人権の尊重 

２． 性別による固定的な役割分担などが、活動の選択に影響を及ぼ

さないように配慮

３． 政策または方針の立案及び決定への共同参画 

４． 家庭生活とその他の活動との両立 

５． 国際的協調 

目標１ 男女共同参画社会実現に向けての啓発・教育 

〇施策の方向１・２・３

固定的な性別役割分担意識を解消するため、学校、家庭等における教育、学習

を充実させるとともに、男性や若者世代への理解促進を進めます。 

目標２ あらゆる分野でだれもがともに活躍できる環境づくり 

〇施策の方向４・５・６・７・８

政策・方針決定過程への女性の参画を拡大し、様々な分野でだれもがともに活

躍ができるように環境の整備を進めます。 

目標３ だれもが安心して暮らせる社会の実現 

〇施策の方向９・10・11

男女共同参画の基盤である人権の尊重と健康支援を図り、困難を抱える人を支

援し、多様性を活かした共生社会を進めます。

プランの推進体制

本市の男女共同参画を推進するため、推進体制を整備し、市民との連携を図っていき

ます。 
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２.プランの性格 

本計画は、男女共同参画社会基本法第 14 条第３項及び太宰府市男女共同参

画推進条例第８条に基づく基本計画です。 

  国の「男女共同参画基本計画」や福岡県の「男女共同参画計画」の趣旨を踏

まえ、「太宰府市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を支える個別計画として、

他の関連する諸計画との整合性を図りながら、本市の男女共同参画社会の形成

を促進するための指針となるものです。 

  なお、目標２の施策の方向４から７は、「女性活躍推進法」に規定する市町

村計画を、また、目標３の施策の方向９は「配偶者暴力防止法」に規定する市

町村計画を兼ねるものとします。 

３.プランの期間 

令和５(2023)年度から令和９(2027)年度までの５年間とします。 

但し、社会情勢等の変化により見直す場合もあります。 

４.プランの進捗管理 

計画の達成度を測るため、事業の進捗状況と課題を整理し、効果的な推進に

つなげます。 

①進捗状況の把握
と課題の整理

②報告・評価

③市民への公表

① 各事業の実施にあたっての方針と指

標を設定し、毎年度の進捗状況を把

握します。事業の性質上、目標を数

値化できないものは、個別の実施状

況等をヒアリングしていきます。 

② 毎年度、太宰府市男女共同参画推進

本部会議及び太宰府市男女共同参

画審議会に報告を行い、同審議会か

ら評価を受けます。 

③ 年次報告書として公表し、次年度以

降の取組に生かしていきます。
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第４章 プランの施策の方向と事業の内容 

プランの体系 
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目標１ 男女共同参画社会実現に向けての啓発・教育 

男女共同参画社会を形成していく上では、だれもが社会の対等な構成員とな

り、個性と能力を十分に発揮する機会が確保されることが必要です。 

令和３年度に実施した市民意識調査の結果によると、社会全体で見た場合の

男女の地位について、「平等になっている」と回答した割合は 10.9％にとどま

り、平成 24 年度の調査結果より減少しています。特に政治の場や社会通念・

慣習・しきたりなどでは、「男性の方が優遇されている」という回答の割合が

高くなっており、多くの市民が不平等感を感じていることがうかがえます。 

   一方で「男は仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分担意識を持たない

市民の割合は増えており、意識の変化がみられます。今後も様々な年代に向け

てアプローチを続けていきます。 

目標 

１ 
指標 

令和９年度 

目標

令和３年度 

意識調査 

平成 24 年度 

意識調査 

１ 

社会全体で見た場合

男女の地位について

「平等になっている」

と感じている市民の

割合 

40.0％ 10.9％ 13.9％ 

２ 

「男は仕事、女は家

庭」という固定的な性

別役割分担意識を持

たない市民の割合 

70.0％ 59.5％ 42.6％ 

※指標１、２：「男女共同参画に関する市民意識調査の結果」より。 

成果指標 
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●男女共同参画に関する市民意識調査の結果 

あなたは次にあげる８つの分野で、男女の地位は平等になっていると思

いますか。それぞれの分野について、あなたの気持ちに近いものを選ん  

でください。 

問
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「男は仕事、女は家庭」という考え方があります。あなた自身の気持

ちとしては、この考え方にどの程度同感しますか。 

あなたは、子どもの育て方について、どのような考えをお持ちですか。 

11.5

4.8

8.0

3.0

9.7

4.1

46.5

35.3

40.9

32.0

43.4

33.5

24.4

33.0

28.3

31.4

26.2

31.6

13.2

23.4

19.0

31.6

16.4

27.9

4.5

3.5

3.8

1.9

4.3

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H24男性(ｎ=357)

R3男性(ｎ=397)

H24女性(ｎ=452)

R3女性(ｎ=525)

H24全体(ｎ=821)

R3全体(ｎ=962)

同感する ある程度同感する あまり同感しない 同感しない 無回答

16.9

9.3

12.6

38.5

31.0

34.2

18.4

21.1

19.9

14.6

18.3

16.5

9.1

18.5

14.4

2.5

1.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3男性(ｎ=397)

R3女性(ｎ=525)

R3全体(ｎ=962)

女の子は女の子らしく、男の子は男の子らしく育てた方がよい

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無回答

問

問
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施策の方向１ 

男女共同参画の視点に立った意識の改革 

男女共同参画社会の実現には、性別にかかわらず個性と能力を発揮できる公

正で多様性に富んだ社会づくりが求められています。様々な場面で固定的性別

役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を解消してい

くために、積極的かつ継続的な広報・啓発活動や情報提供を行い意識の改革を

進めていきます。 

① 意識啓発の推進 

② 情報の提供 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

１ 

広報紙やホーム

ページ等による啓

発の推進 

広報紙やホームページ等に男女

共同参画に関する内容を掲載

し、意識変化につながる啓発を

進めます。 

継続 

人権政策課 

（ルミナス） 

社会教育課 

２ 
男女共同参画推進

啓発行事の実施 

フォーラムや講演会、パネル展、

街頭啓発等を実施し、男女共同

参画への市民の理解を広めます。

継続 人権政策課 

NO 事業名 事業内容 方 向性 担当課 

３ 
男女共同参画関連

情報の提供 

男女共同参画に関する取組、法

令等を分かりやすく解説すると

ともに市内外の情報を積極的に

紹介します。 

継続 
人権政策課 

（ルミナス） 

４ 
男女共同参画関連

図書の提供 

男女共同参画週間や関連する事

業と連携し、男女共同参画関連

の図書や資料を広く収集・整備・

提供することにより意識の向上

を図ります。 

継続 

文化学習課 

（市民図書館） 

人権政策課 

（ルミナス） 

５ 
まちづくり市民意

識調査の実施 

男女共同参画の推進に係る設問

を設定し、分析、公表を行います。
継続 経営企画課 
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③ 行政広報・出版物の表現に関する配慮 

施策の方向２ 

男女共同参画の理解を促進する教育・学習の充実 

幼少期から培われる意識形成は非常に重要であることから、子どもの成長過

程における保育や学校教育の中で、男女共同参画の視点に立った取組を推進し

ていきます。また、教職員や保護者などが子どもに与える影響は大きく、保育、

教育現場や家庭教育、社会教育の場においても男女共同参画の理念を理解する

学習の機会を充実させていきます。 

① 学校等における男女共同参画の推進 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

７ 

男女共同参画社会

を実現する保育や

教育の実施 

就学前、小学校、中学校における

発達段階に応じ男女共同参画の

視点に基づいた保育、教育を推進

します。特に義務教育課程におい

ては、教育基本法の精神に則り、

児童生徒の発達段階に応じ、個人

の尊厳、男女平等に関する教育の

充実に向けて、各教科・領域等の

教育活動を推進します。 

継続
ごじょう保育所 

学校教育課 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

６ 

社会的性別（ジェ

ンダー）にとらわ

れない表現の使用 

広報紙・ホームページ・出版物の

作成にあたっては、「男女共同参

画の表現ガイドライン（平成 24

年人権政策課作成）」を活用し、

社会的性別（ジェンダー）にとら

われない表現や固定的な性別役

割分担に基づく表現にならない

よう徹底します。 

継続 全課 
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８ 
進路指導・キャリ

ア教育の充実 

固定的性別役割分担意識にとら

われずに目的意識をもち、主体的

に進路を考える力を育成するため

の進路指導・キャリア教育を行い

ます。 

継続 学校教育課 

９ 
私立保育所・幼稚

園への理解促進 

男女共同参画の視点から個性と

能力を発揮できる保育や教育を

進めるよう、私立保育所・幼稚園

に働きかけます。 

継続 保育児童課 

10 
学校教育における

理解促進 

男女平等教育の視点から個性と

能力を発揮できる教育を進める

よう、校長会、市内の高校、大学

に向けて男女共同参画の情報を

提供し、理解の促進を図ります。

また、教育に携わる教職員が、正

しい男女平等教育を実践できる

ように研修を実施します。 

継続 
人権政策課 

学校教育課 

11 性教育の推進 

児童・生徒の発達段階に応じ、生

命の大切さや性についての正しい

理解を深め、だれもが互いを尊重

する教育を推進します。 

継続 学校教育課 

② 家庭・社会教育の場における男女共同参画の推進 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

12 
男女共同参画に関

する講座等の実施 

だれもが共に生きやすい社会の創

造に向けて、子育て支援や、女性

の就労支援及び男女平等意識の

高揚を目指す各種講座等学習機

会を充実します。 

継続 
人権政策課 

（ルミナス） 
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施策の方向３ 

男性・若者世代にとっての男女共同参画の推進 

時代の変化とともに、家庭生活における男性の役割も増加しています。男性

が家事や育児・介護により積極的に関わっていくためのアプローチを行います。

また、未来を担う若者世代が男女共同参画の意義を理解し、将来の働き方や生

き方について真剣に考え、ライフプランを描けるよう働きかけます。

① 男性へのアプローチ 

② 若者世代へのアプローチ 

13 
保護者への家庭教

育支援 

保育所での家庭教育に関する相

談に対し、社会的性別（ジェン

ダー）にとらわれない視点から助

言します。 

市ＰＴＡ連合会や家庭教育学級

をとおして、家庭教育に関する学

習機会を提供していきます。 

継続 
ごじょう保育所 

社会教育課 

14 

行政出前講座や講

師派遣による学習

機会の提供と支援 

市民や各団体等が実施する学習

会に出前講座や講師派遣により

取組を支援します。 

継続 人権政策課 

15 

各団体・ボラン

ティア等への啓発

の実施 

各団体やボランティア等の活動に

おいて、必要に応じて男女共同参

画の視点から助言、指導を行いま

す。 

継続 関係課 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

16 

男性の家事、育

児、介護等に関す

る事業の実施 

男性が主体的に家事、育児、介護

に関わることの大切さや意義を啓

発し、事業を実施します。 

継続

人権政策課 

(ルミナス) 

子育て支援課 

元気づくり課 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

17 

若者世代への男女

共同参画に関する

理解促進 

将来を担う若者世代が男女共同

参画の意義を理解し、ライフプ

ランを考えられるような理解の

促進を図ります。 

継続
人権政策課 

国際・交流課 
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目標２ あらゆる分野でだれもがともに活躍できる環境づくり 

  意思形成過程への女性の参画は、多様な視点を生み、バランスのとれた政策

形成につながります。そのためにも職場や地域などあらゆる場面で女性を積極

的に登用するとともに参画の機会を増やし、建設的な意見を交換することが必

要です。 

  性別を問わず、仕事と家事・育児・介護などのケアワークとの調和がとれた

生活を送ることが、だれもがいきいきと輝く社会の実現に不可欠です。結婚や

出産、介護などで離職する女性が多いことを踏まえ、だれもがともに職業生活

と家庭生活の両立を可能にするための各種制度の周知や意識の定着を図るため

の取組が必要です。本市の管理職における女性の割合は増加傾向にあることか

ら、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画に沿った新たな目標のもとで、

人材の育成と能力開発を行っていきます。また、男性中心型の労働慣行を見直

し、男性の仕事と育児の両立のための職場環境改善を促進する取組を進め、男

性が育児をより積極的に楽しみ、かつ、育児休業を取得しやすい社会の実現を

目指します。 

地域においては、多様な政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図るとと

もに、地域活動に男女共同参画の視点が反映されることが必要です。本市の自

治会会長の女性の割合は１割に満たないのが現状であり、多様な人の力を活か

し地域コミュニティを形成していくことの理解促進を図っていきます。 

目標

２ 
指標 

令和９年度 

目標
令和３年度 平成 24 年度 

１ 
審議会等における女性

委員の登用率 
40.0％ 26.1％ 25.1％ 

２ 
市の管理職における女

性の割合 
20.0％ 15.6％ 11.4％ 

３ 
自治会長における女性

の割合 
15.0％ 6.8％ ― 

成果指標 
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●男女共同参画に関する市民意識調査の結果 

あなたの職業は、次のどれに該当しますか。 

●審議会等における女性の割合 

●自治会長の女性の割合 

あなたは男性が育児休業などを取得しない（できない）理由は何だと思

いますか。 

女性の社会進出は進みつつありますが、町内会や自治会の長などの

43.2 

70.8 

31.8 

47.7 

22.6 

23.5 

5.5 

3.8 

4.3 

46.1 

75.1 

29.4 

48.2 

23.7 

27.3 

4.5 

2.0 

4.5 

40.0 

65.6 

36.3 

48.8 

22.5 

17.5 

6.3 

6.9 

3.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

周囲の男性が取っていない

職場に取りやすい雰囲気がない

仕事が忙しい

周りの人に迷惑がかかる

人事評価や昇進に影響する

経済的に困る

男性が取得する必要はない

その他

わからない

R3 全体（n=421） R3 女性（n=245） R3 男性（n=160）

問

問
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女性の社会進出は進みつつありますが、町内会や自治会の長などの

役職は、まだまだ女性が少ないのが現状です。このように少ない理

由は何だと思いますか。 

50.3 

10.0 

15.8 

41.3 

13.4 

5.1 

14.9 

41.0 

9.4 

18.4 

37.8 

26.4 

4.1 

13.8 

49.3 

8.8 

16.0 

40.4 

15.0 

5.7 

15.8 

40.9 

7.7 

18.8 

35.6 

29.6 

4.2 

13.1 

51.1 

11.6 

15.9 

44.1 

11.3 

4.5 

13.4 

42.3 

11.8 

18.2 

41.5 

22.7 

4.2 

14.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

男性中心に組織が運営されている

（役職や仕事分担、活動時間帯など）

から

女性の能力が正当に評価

されていないから

家族の理解・協力が得られないから

責任のある役を引き受けたがらない

女性が多いから

地域のさまざまな意見を調整し、

組織をまとめていくことは、

女性より男性の方がむいているから

その他

わからない

R3 全体（n=962） H24 全体（n=821） R3 女性（n=525）

H24 女性（n=452） R3 男性（n=397） H24 男性（n=357）

問
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多くの自然災害の発生から、防災や減災、災害時の活動に、女性の視

点を活かした取組の必要性が高まっています。大規模災害に備えるた

めに、あなたはどのようなことが必要だと思いますか。 

21.7 

49.8 

18.3 

15.1 

13.8 

39.9 

12.9 

1.5 

17.9 

53.7 

16.0 

15.2 

12.6 

43.6 

8.4 

1.0 

27.7 

45.1 

21.2 

14.6 

15.6 

35.5 

18.9 

2.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

市の防災会議や災害対策本部に、

女性の委員を増やす

避難所の運営基準や備蓄品の

整備等に女性や障がい者、高齢者

など多様な視点を取り入れる

避難所の運営に、

女性も参画できるようにする

防災活動や避難所開設訓練

などに、女性も積極的に参加する

防災や災害現場で活動する

女性のリーダーを育成する

地域でのつながりや

コミュニケーションを大切にする

日ごろから男女共同参画意識を

強める

その他

R3 全体（n=962） R3 女性（n=525） R3 男性（n=397）

問
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施策の方向４ 

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

 女性の参画の拡大を図るには、誰もが性別を意識することなく活躍でき、

指導的地位にある人々の性別に偏りがないような社会の実現が求められてい

ます。 

本市の審議会等女性委員の登用率は、本市の目標や福岡県の平均に至って

いない状況であり、登用率向上のためには新たな取り組みを行う必要があり

ます。また、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画と連動して市職員

の人材育成を継続して行っていきます。 

① 市の各種審議会等への女性の積極的登用の促進 

② 市職員への女性の採用・登用・職域拡大･能力開発の推進 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

18 

審議会等の女性登

用率向上に向けた

取組 

女性の意見等を市政に反映させ

るため、審議会・委員会等の委

員に積極的に女性を登用しま

す。女性の登用率向上に向けた

施策に取り組みます。 

継続

関係課 

人権政策課 

（取りまとめ）

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

19 

女性活躍推進法に

基づく特定事業主

行動計画の進行管

理 

女性活躍推進法に基づく特定事

業主行動計画を適正に進行管理

し、実施状況のフォローアップ

と公表を行います。 

継続 総務課 

20 
女性職員の採用・

登用の拡大 

多様な人材を確保し、男女が対

等に能力を発揮できる人材育成

を進め、性別によらない職場配

置を行い、管理監督者への登用

を推進します。 

継続 総務課 

21 

職員を対象とした

ハラスメント防止

の徹底 

セクシュアル・ハラスメント、パ

ワー・ハラスメント等を防止す

るための必要な対策を講じます。

継続 総務課 
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③ 各種公共団体･民間諸団体への女性の積極的登用の要請 

④ 政策への参画機会の拡大 

⑤ 政治分野における男女共同参画の推進 

施策の方向５ 

雇用の分野における女性の活躍推進 

女性が職業を持つことに対して「子どもができても、ずっと職業を続ける

方がよい」という意識を持った人の割合が増えています。雇用の分野におけ

る女性の活躍を推進するためには、事業所の理解促進と市民への就業支援等

両方への働きかけが必要です。労働や休暇等の法制度の周知や能力開発に向

けた取組を行っていきます。  

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

22 

外郭団体ほか補助

団体への女性登用

状況調査の実施と

要請 

外郭団体や補助団体の役員等へ

の女性の登用について調査を行

い、女性登用の要請や推進に努

めます。 

継続 関係課

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

23 
パブリック・コメ

ント手続の実施 

市の政策等の企画立案過程にお

ける市民参画のため、パブリッ

ク・コメント手続を実施します。

継続 関係課 

NO 事業名 事業内容 方 向性 担当課 

24 
議員を対象とした

啓発 

男女共同参画に関する研修等の

情報提供を行います。 
新規 議事課 
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① 事業所等における男女共同参画に関する理解促進 

② 女性の職業能力開発の支援 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

25 

労働や休暇等に関

する法制度や労働

の場における母性

保護、並びにハラス

メント防止の周知・

啓発 

事業主や労働者に男女雇用機

会均等法や改正育児・介護休業

法など労働関係の法制度や産前

産後休暇制度などの母性保護並

びにセクシュアル・ハラスメント、

マタニティ・ハラスメント防止を

周知し、雇用の場における啓発を

行います。 

継続 
福祉課 

産業振興課 

26 
働き方に関する事

業 所 へ の 啓 発

働く場での女性の活躍推進や男

性中心型の労働慣行の解消、男

性の育休取得促進など、時代に

応じた働き方について、理解促進

を図っていきます。 

継続

人権政策課 

(ルミナス) 

産業振興課

27 

男女共同参画に関

する事業者等への

調査・啓発 

市内の事業者及び指定管理者に

対し、「男女共同参画推進状況」

の調査や、ハラスメント防止等に

対する啓発を行います。 

継続 人権政策課 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

28 
資格・技能・技術

取得への支援 

資格・技能・技術を得るための情

報提供及び取得のための講座を

実施します。 

継続 
人権政策課 

(ルミナス) 

29 

女性の就業や起

業、経営を支援す

る取組 

就業や起業を考えている女性を

対象に、必要な知識や情報を提

供するセミナーを実施します。 

継続 

人権政策課 

(ルミナス) 

産業振興課 

30 
再就職支援講座の

実施 

再就職に必要な知識や技術等を

習得するための講座を実施しま

す。 

継続 
人権政策課 

(ルミナス) 
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施策の方向６ 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

共働き世帯は年々増加しており、夫のみ就業の世帯数を大きく上回ってい

ます。男女を問わず働きたい人が仕事を続けていくためには、仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）がますます重要になります。固定的な性

別役割分担意識からもたらされる女性への家庭的責任の集中を解消し、だれ

もが多様な働き方・生き方を選択できるよう事業所だけでなく働き手も含め

たすべての人の理解促進を行います。

① 市職員の職場環境の整備と取組支援 

② ワーク・ライフ・バランスの理解促進 

施策の方向７ 

仕事と生活の両立を可能にする子育て・介護への支援 

子育て・介護・看護を理由として離職した人の割合は圧倒的に女性が多くなっ

ています。家事・育児・介護の多くを女性が担っており、仕事の継続を図るた

めに、社会全体で支える仕組みづくりや環境の整備を推進していきます。 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

31

次世代育成支援対

策推進法に基づく

特定事業主行動計

画の推進 

次世代育成支援対策推進法に基

づく特定事業主行動計画を適正

に進行管理し、実施状況のフォ

ローアップを行います。 

継続 総務課 

32 

両立のための職場

理解と制度の普及

促進 

職員が家庭責任を担い、仕事と

両立することへの職場理解を広

め、育児や介護のための制度の

周知及び取得促進を図ります。 

継続 総務課 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

33 

ワーク・ライフ・

バランスに関する

啓発 

市民向けにワーク・ライフ・バ

ランスに関する講座を開催しま

す。また、事業所に対し理解促

進を図ります。 

継続

人権政策課 

(ルミナス) 

産業振興課
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① ひとり親家庭への支援 

② 子育てへの支援 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

36 
子どもの医療費の

助成 

子どもの医療費助成により、子ど

もの健やかな成長と保護者の医

療費負担を軽減します。 

継続 国保年金課 

37 
児童手当の支給及

び周知 

児童手当制度の普及を図り、児童

の養育を支援します。 
継続 保育児童課 

38 
親と子の心の健康

づくり対策の推進 

育児不安等の問題に早期に対応

するため、総合的な親と子の心の

健康づくり対策を推進します。 

継続 子育て支援課 

39 
保育所入所待機児

童の解消 

認可保育所の定員拡大等により

入所希望児童の待機解消に努め

ます。 

継続 保育児童課 

40 
保育サービスの充

実 

低年齢児、障がい児、病児等保育、

延長保育、一時保育等、多様な

ニーズに応じた保育サービスの

充実を図ります。また、幼稚園と

の連携により預かり保育を促進

します。 

継続 保育児童課 

NO 事業名 事業内容 方 向 性 担当課 

34 
ひとり親家庭へ

の経済的支援 

児童扶養手当、母子父子家庭自立

支援教育訓練給付金、母子家庭高

等職業訓練促進給付金及び父子

家庭高等職業訓練促進給付金や

母子父子寡婦福祉資金貸付等制

度の周知を図り、支給、給付、貸

付によりひとり親家庭の経済的支

援及び自立支援を行います。 

継続 保育児童課 

35 
ひとり親家庭等

医療費の助成 

ひとり親家庭等の医療費を助成

することにより、心身の健康の

向上に寄与し、福祉の増進を図

ります。 

継続 国保年金課 
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41 

子育て世代包括支

援センター事業の

充実 

子育てに関する相談を受けると

ともに、つどいの広場・子育てサ

ロン・出前保育・子育て講座を開

催し、親子が交流しながら楽しく

過ごせる場所を提供します。ま

た、子育てに関する情報提供を行

い、子育てサークルや地域子育て

支援センターとも連携を図りま

す。 

拡充 子育て支援課 

42 
子ども家庭総合支

援拠点事業 

子どもを取り巻く福祉の向上を

図ることを目的に、子どもとその

家族及び妊産婦に関する支援を

一体的に担います。特に要支援児

童及び要保護児童並びに特定妊

婦の支援強化を図ります。 

新規 子育て支援課 

43 
放課後児童健全育

成事業 

学童保育所の指導員の育成に努

めるとともに保護者のニーズに応

じた体制を検討します。 

継続 保育児童課

44 

公的事業及び学習

機会における託児

の充実 

公的事業や学習会等を行う際、幼

児を連れた人も安心して参加で

きるよう、託児の実施を働きかけ

ます。 

継続 関係課

45 

ファミリー・サ

ポート・センター

事業の実施 

地域で子育てをサポートする子

育て支援ボランティアを育成し、

既存のボランティアグループのス

キルアップを図ります。 

継続 子育て支援課 

46 
家庭教育学級の充

実 

親としてのあり方や家庭の役割、

子どもとの接し方など、その他幅

広い分野についての学習機会を

提供します。 

拡充 社会教育課 
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③ 介護への支援 

施策の方向８ 

地域・防災分野への男女共同参画の推進 

   地域において多様化する課題やニーズに対応するには、様々な視点から問

題解決ができる人材を確保することが必要です。そのためには地域に残る固

定的な役割分担意識を解消し、男女共同参画の視点を持った地域づくりが求

められています。 

   また、災害発生時に女性の視点が組み込まれていなかったことが過去の震

災からも明らかになっています。平常時から家庭や職場、地域などで男女共

同参画について理解を深め、柔軟な考え方やいろいろな意見を取り入れるこ

とができるよう取り組みを進めていきます。 

① 地域活動における男女共同参画の推進 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

47 

介護保険制度等の

周知と相談体制の

充実 

介護保険制度等の出前講座の実

施や、介護に関する相談体制を充

実することで、仕事と家庭の両立

を支援します。 

拡充 
高齢者支援課 

介護保険課 

48 
介護保険サービス

の充実 

高齢者が介護を要する状態に

なっても、人としての尊厳を保ち

生活できるよう介護保険サービ

スの充実に努めます。 

継続 介護保険課 

49 
介護予防・生活支

援施策の充実 

介護予防や生活支援の担い手に

おいて、男女の固定的性別役割に

とらわれず、各人の個性と能力に

応じて参画できるよう福祉施策

の充実を図ります。 

継続 高齢者支援課 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

50 
自治会への男女共

同参画の理解促進 

地域における男女共同参画の必

要性を伝え、男女平等の意識づく

りを行うために、自治会役員等を

対象に女性問題を含むあらゆる

人権問題研修会や講演会等への

参加を積極的に呼びかけます。ま

た、地域活動における性別役割分

担意識の解消に向けて啓発を行

います。 

継続 
人権政策課 

地域コミュニティ課 
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② 防災分野における男女共同参画の推進 

51 
地域における女性

人材の育成 

男女が共に男女共同参画の必要

性を理解する取組を推進し、地域

で活躍する女性人材を育成しま

す。 

継続 
人権政策課 

（ルミナス） 

52 
協働のまちづくりの

推進 

男女共同参画の視点に立った協

働のまちづくりの推進を図ります。 
継続 地域コミュニティ課

53 
ボランティアに関す

る支援と育成 

ボランティア支援センターを通して、

ボランティア活動を行う人及び団体

を支援するとともに、男女共同参画

の視点を取り入れた育成を行いま

す。 

継続 地域コミュニティ課

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

54 
防災組織等への女

性の参画促進 

防災・災害復旧体制において男女

のニーズの違いを反映するとと

もに、女性の関わりを積極的に働

きかけていきます。 

継続 防災安全課 

55 
女性消防団員の任

用 

女性消防団員を積極的に任用し

ます。 
継続 防災安全課 

56 

男女共同参画の視

点を取り入れた防

災計画 

地域防災計画等の施策に男女共

同参画の視点を取り入れ、防災現

場への女性の参画や地域防災を

担う女性の活躍を図ります。 

新規 防災安全課 
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目標３ だれもが安心して暮らせる社会の実現 

配偶者や交際相手に対する暴力は、犯罪となる行為も含む重大な人権侵害で

す。暴力に対する認識の向上や、暴力を容認しない社会環境を整備するなど、

暴力の根絶を目指した事業に取り組みます。 

暴力の被害者が声をあげにくい現状があることから、広報・周知を図り、必

要な情報が提供できるよう努めます。また、様々な課題や困難に直面して不安

を抱える女性に対し、他の相談機関とも連携を取りながら支援を行っていきま

す。 

  配偶者のみならず親子など身近な人からの暴力に対する相談も増えており、

相談者のニーズに沿った支援につなげていく必要があります。 

  また、近い将来、人生 100 年時代が到来すると言われていますが、生涯にわ

たる健康の実現が安心の基盤となります。男女が互いの身体的性差を理解し、

人権を尊重しつつ思いやりを持って生きていくことが重要です。健康に関心を

持ち、心身ともに健康を維持していくための様々な事業を進めていきます。 

    現代においては、自らの性に悩む性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）

や高齢者、外国人、障がいがある人など当事者のみならず、その家族や周辺の

人を含め、生きづらさや困難を抱える人も増加しています。それぞれの状況に

応じた適切な支援のために、正しい理解と支援体制が必要です。 

目標

３ 
指標 

令和９年度 

目標
令和３年度 平成 24 年度 

１ 

「暴力を受けた経

験のある人の内、相

談をしなかった人」

の割合 

40.0％ 65.9％ 61.3％ 

２ 

１の相談しなかっ

た理由として「相談

し て も 無 駄 だ と

思った」と回答した

割合 

20.0％ 37.6％ 28.1％ 

３ 

「あらゆる人権が

尊重されていると

思う人」の割合

83.0％ 78.1％ 76.8％ 

※指標１、２：「男女共同参画に関する市民意識調査の結果」より。 

※指標３：「まちづくり市民意識調査の結果」より。

成果指標 
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●男女共同参画に関する市民意識調査の結果 

配偶者（婚姻届を出していない事実婚や別居中も含む）や、交際相

手からＤＶ（身体的・精神的・経済的・社会的・身体的暴力）を経

験した場合に、誰かに打ち明けたり、相談したりしましたか。 

問

「女性に対する暴力をなくす運動」 

のパネル展示とシンボルマーク 
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どこ（だれ）にも相談しなかったのは、なぜですか。 

13.5 

22.0 

37.6 

5.7 

5.7 

31.9 

19.1 

9.9 

18.4 

4.3 

12.1 

36.9 

4.3 

39.0 

2.8 

14.0 

15.8 

28.1 

1.8 

0.9 

10.5 

21.1 

16.7 

5.3 

12.3 

4.4 

7.9 

23.7 

5.3 

39.5 

4.4 

13.8 

24.1 

39.1 

9.2 

9.2 

33.3 

24.1 

8.0 

13.8 

4.6 

16.1 

28.7 

2.3 

35.6 

4.6 

15.2 

18.2 

31.8 

1.5 

1.5 

12.1 

24.2 

27.3 

6.1 

15.2 

6.1 

12.1 

19.7 

6.1 

30.3 

6.1 

12.8 

19.1 

38.3 

31.9 

10.6 

14.9 

23.4 

4.3 

4.3 

53.2 

8.5 

42.6 

12.5 

12.5 

22.9 

2.1 

8.3 

16.7 

2.1 

4.2 

8.3 

2.1 

2.1 

29.2 

4.2 

52.1 

2.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

どこ（だれ）に相談してよいか

わからなかったから

恥ずかしくて誰にも

言えなかったから

相談しても無駄だと思ったから

相談したことがわかると、仕返しを

受けたり、もっとひどい暴力を

受けると思ったから

加害者に「誰にも言うな」と

おどされたから

相談することによって、

さらに不快な思いを

させられると思ったから

自分さえ我慢すれば、

何とかこのままやっていけると

思ったから

子どものために我慢する

しかないと思ったから

世間体が悪いから

他人を巻き込みたくなかったから

他人に知れると、これまで通りの

つき合い（仕事や学校などの

人間関係）ができなくなると

思ったから

そのことについて

思い出したくなかったから

自分にも悪いところがあると

思ったから

相手の行為は愛情の表現だと

思ったから

相談するほどのことでは

ないと思ったから

その他

R3 全体（n=141） H24 全体（n=114） R3 女性（n=87）

H24 女性（n=66） R3 男性（n=47） H24 男性（n=48）

問
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●まちづくり市民意識調査の結果 

あなたは今の太宰府市では同和問題をはじめ、あらゆる人権が尊重さ

れていると思いますか。 

施策の方向９  

配偶者等からの暴力の根絶 

    ＤＶの認知度は高くなっているものの、相談に躊躇する現状もあります。配

偶者からの暴力においては、面前ＤＶや児童虐待など子どもを巻き込むケース

や、高齢者夫婦のケースも増加しています。交際相手間のデートＤＶは若年化

が進んでいることから、幅広い世代への継続した意識啓発の推進や相談体制の

充実を図っていきます。 

    また、性に関する情報が氾濫している現状においては、女性が被害を受けや

すいセクシュアル・ハラスメントや「ＡＶ出演強要問題・ＪＫビジネス問題」

等の課題にも取り組む必要があります。これらの人権侵害を防止するための啓

発や、適切な相談機関を周知していきます。 

14.0

10.7

9.3

9.2

11.6

9.7

67.4

66.8

66.4

67.2

66.5

67.1

9.3

9.3

13.7

10.6

12.0

9.9

3.1

1.9

2.5

2.0

2.7

1.9

6.2

11.2

8.1

10.9

7.3

11.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

H24男性(ｎ=484)

R3男性(ｎ=214)

H24女性(ｎ=569)

R3女性(ｎ=293)

H24全体(ｎ=1,062)

R3全体(ｎ=513)

尊重されている どちらかといえば尊重されている

どちらかといえば尊重されていない 尊重されていない

無回答

問
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① 配偶者等からの暴力防止のための意識啓発の推進 

② ＤＶ相談体制の充実 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

59 
相談窓口の周知と

情報提供 

市役所での相談体制の充実を図

り、必要な支援が届くよう周知

に努めます。また各種の相談機

関についての情報を提供します。

拡充 人権政策課 

60 
相談関係職員の

研修 

相談や業務に携わる職員がＤＶに

関する知識を深め、相談者に寄り

添った相談・支援にあたるよう、資

質の向上に努めます。 

継続 
人権政策課（ルミ

ナス） 

③ 被害者の保護と支援体制の充実 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

57 
暴力防止のための

啓発 

ＤＶを許さない社会づくりのための

意識啓発に取り組みます。 継続 

人権政策課 

（ルミナス）

地域コミュニティ課

社会教育課 

子育て支援課 

元気づくり課 

58 若年層への啓発 
デート DV 防止のための若年層へ

の啓発に取り組みます。 
継続 

人権政策課 

学校教育課 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

61 

ＤＶ被害者支援庁

内連携会議の実

施 

関係部署が連携し被害者の支援

にあたります。速やかな連携と被

害者の個人情報保護を徹底しま

す。 

継続 人権政策課 

62 
ＤＶ被害者の保

護や支援 

各種の相談等を通したＤＶ被害

の早期発見や個人の状況に合わ

せた保護や支援を適切に行って

いきます。 

継続 関係課 

63 
関係機関との連

携 

福岡県、警察、児童相談所、他

自治体、法務局、人権擁護委員

等との情報交換を行い、効果的

な支援ができるよう連携を図り

ます。 

継続 人権政策課 
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④ 女性が被害を受けやすい犯罪への対応 

施策の方向１０ 

生涯を通じた健康支援 

女性も男性もそれぞれの身体的特徴によって、健康上の問題に直面すること

があります。特に女性は妊娠や出産、更年期疾患を経験する可能性があること

から、正確な知識や情報を得て主体的に選択できるような機会を提供します。 

また、各種健診の充実と、スポーツや文化をとおして健康への関心を高める

ことで生きがいづくりができるよう支援していきます。 

① 妊娠・出産への支援 

② 健康課題への支援 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

64 

性犯罪やハラス

メント等の防止

に向けた啓発 

性犯罪や性暴力、ＡＶ出演強要

問題、ＪＫビジネス問題、セク

シュアル・ハラスメント、マタニ

ティ・ハラスメント等の防止に向

けた啓発に取り組みます。 

継続 

人権政策課 

（ルミナス） 

福祉課 

防災安全課 

学校教育課 

65 

専門の相談機関

の周知と情報提

供 

性犯罪被害やセクシュアル・ハ

ラスメント等の専門相談窓口に

ついて周知していきます。 

継続 人権政策課 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

66 母性保護の啓発 
妊婦やその家族への母性保護知

識の周知、啓発を行います。 
継続 子育て支援課 

67 
妊婦健康診査と

相談の実施 

「妊婦健康診査補助券」を交付

し、妊婦健診の助成、保健指導

相談等による健康支援を図りま

す。 

継続 子育て支援課 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

68 

特定健康診査･特

定保健指導の実

施 

国民健康保険加入者の特定健康

診査、保健指導を行います。 
継続 

国保年金課 

元気づくり課 
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③ 心身の健康増進への取組 

施策の方向１１  

共生社会への推進 

    多様な人が共生していくためには、それぞれの人の立場に立った理解と安心

して暮らせる環境を整備していくことが必要です。生活困窮者や高齢者、障が

い者、外国人、性的少数者の人等が個別に抱える人権課題と性別による課題を

包括して理解し、重複して困難な状況を抱えた人を支援していきます。 

69 
がん検診の啓発

と普及 

乳がん・子宮頸がん検診を行う

とともに、検診の啓発と普及に

努めます。その他のがん検診も、

受診を推奨します。 

継続 元気づくり課 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

70

性と生殖に関する

健康と権利（リプ

ロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ）に

ついての啓発 

性と生殖を含む健康に関する自

己決定を基本的人権と捉え、広

く市民に浸透するよう啓発を行

います。 

継続

人権政策課 

子育て支援課

学校教育課

71 
こころの健康支

援 

だれもが抱える心の悩みを解消

し、自殺予防を図るため、精神

科医師や保健師による相談を行

います。 

継続 元気づくり課 

72 

スポーツや文化

をとおした心身

の健康支援 

健康増進の観点から、スポーツ

や文化に親しみ、心身の健康づ

くりの機会を提供します。 

スポーツに関しては、相手の尊

重やチームワーク、フェアプレー

の精神といったスポーツの持つ

力を用いて、勝敗を競うことに

限定せず、健康増進や楽しむこ

とを目的とした身体活動を含め、

支援者や指導者向けの研修会や

講習会の周知・充実を図ります。

継続
スポーツ課 

文化学習課 
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① 多様な立場の人々への理解促進 

② 生活上の困難を抱えた人が安心して暮らせる支援

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

73 

障 が い 者 や 高 齢

者、外国人、性的少

数者等への人権課

題に対する理解の

促進 

多 様な立場の 人々が 抱える

様々な課題について理解を促進

する学習の機会を提供します。

継続 

福祉課 

社会教育課 

人権政策課 

（ルミナス） 

国際・交流課 

学校教育課 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

74 
生活困窮者への支

援 

生活困窮の状態を回復させ、自

立した生活を支援するための相

談支援を行います。 

継続
人権政策課 

生活支援課

75 高齢者への支援 

認知症や虐待を受けた高齢者

への相談を受け、状況に応じ、

介護保険サービスの支援や保

護による安全確保など関係機

関へつなげます。 

また、社会福祉協議会やシル

バー人材センターと連携し、高

齢者の財産管理や社会参加に

対する支援を行います。 

継続
高齢者支援課 

福祉課

76 
障がい者への自立

支援 

障害者差別解消法に基づき、障

がい者への配慮と社会参加の支

援を行います。 

継続 福祉課 

77 
外国人市民に対す

る支援 

外国人市民のＤＶ被害支援やそ

の他生活支援のための取組を行

います。 

継続 
人権政策課 

国際・交流課 

78 
避難行動にかかる

支援 

災害時に自力で避難が困難な避

難行動要支援者について、平常

時から避難支援等関係者へ名

簿を提供することへの同意を得る

取組を行います。 

新規 防災安全課 
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プランの推進体制 

本市では、あらゆる政策分野に男女共同参画の視点を反映させていくため、

市長を本部長とする「太宰府市男女共同参画推進本部」を設置し総合的に取組

を進めています。この推進本部を核として、広範囲に渡る取組を確実に実行し

ていくため、庁内の各分野が一体となり実効力ある施策を展開するほか、国や

県などの関係機関との連携をより一層図っていく必要があります。 

男女共同参画行政に関しては、識見者や市民等で構成する「太宰府市男女共

同参画審議会」に諮り幅広く審議され、その提言等を施策へ反映させていくほ

か、男女共同参画プランの進捗状況を評価し市民に公表していきます。 

なお、男女共同参画に関わる施策の苦情処理や人権侵害救済を図るため「太

宰府市男女共同参画推進委員」を設置しています。 

また、本市の男女共同参画の拠点施設として、男女共同参画推進センタール

ミナスの事業内容を検証し、市民が男女共同参画を学習するための情報発信や

講座内容の充実を図っていくとともに、自主的な活動を支援し、関係団体とも

協働、協力して、自ら参画し活躍する市民リーダーの育成を図っていきます。 

太宰府市男女共同参画推進本部 推進体制図 

推 進 本 部 会 議
市長・副市長・教育長・各部長・理事

幹事会から本部長が指名する職員

（本部長＝太宰府市長） 

幹 事 会
各課（所・局）で選出した幹事 

（代表幹事＝人権政策課長） 

部 会 
必要に応じて置く 
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① 推進体制の整備・強化 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

79 

男女共同参画推進

本部体制の充実・

強化 

男女共同参画推進本部の「推進

本部会議」「幹事会」の体制を充

実・強化し、男女共同参画社会形

成のための施策の総合的・効果的

な推進を図ります。 

継続 人権政策課

80 
男女共同参画審議

会の機能発揮 

男女共同参画プランの進捗状況

について審議会に報告し、審議会

の調査・審議により政策提言を受

けていきます。 

継続 人権政策課

81 
男女共同参画プラ

ンの進行管理 

男女共同参画プランに基づいて、

その進捗状況をまとめ、公表しま

す。 

継続 人権政策課

82 

男女共同参画推進

センタールミナスの

機能発揮 

指定管理者制度運用ガイドライン

に基づき、センターの事業内容の

評価検証を行い、事業内容の充

実を図ります。 

継続 
人権政策課 

（ルミナス）

83 
市職員の男女共同

参画意識の向上 

男女共同参画の視点にたった行

政の推進を図るため職員研修を行

います。 

継続 人権政策課 

② 市民との連携 

NO 事業名 事業内容 方向性 担当課 

84 

苦情処理及び人権

救済の申出制度の

周知 

男女共同参画推進委員による苦

情処理及び人権救済制度の周知

を図り、活用につなげます。 

継続 人権政策課

85 

ルミナスを拠点とし

た市民リーダー及び

団体の育成 

ルミナス登録団体への加入を促進

し、活動を支援しながら、男女共同

参画を目指す人材、団体を育成し

ます。 

継続 
人権政策課 

（ルミナス）

86 関係団体との連携 

子ども、高齢者、障がい者等の関

係団体に対し、男女共同参画に関

連する研修や学習機会を提供し、

共に男女共同参画を考えていきま

す。 

継続 関係課      
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